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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注)  １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

   ２ 営業収益には、消費税等は含まれていません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

いません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりです。 

  

 （運輸業） 

 駅設備の修繕業務を集約し、お客様により快適な駅環境を提供することを目的とした株式会社メトロステーショ

ンファシリティーズを新たに設立し、子会社とするとともに、連結範囲に含めています。また、出資手続きが完了

したVIETNAM TOKYO METRO ONE MEMBER LIMITED LIABILITY COMPANYを非連結子会社とし、持分法の適用範囲に含め

ています。 

  

 （その他） 

 当社及びグループ各社の人事・経理・システム管理に係る事務系業務の集約を目的とした株式会社メトロビジネ

スアソシエを新たに設立し、子会社とするとともに、連結範囲に含めています。 

  

回次 
第13期 

第１四半期 
連結累計期間 

第14期 
第１四半期 
連結累計期間 

第13期 

会計期間 
自  平成28年４月１日
至  平成28年６月30日

自  平成29年４月１日 
至  平成29年６月30日 

自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日

営業収益 (百万円) 104,685 107,018 415,413 

経常利益 (百万円) 28,243 30,118 89,117 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 19,463 20,667 62,256 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 19,378 20,099 60,981 

純資産額 (百万円) 545,238 591,833 586,840 

総資産額 (百万円) 1,362,274 1,446,616 1,451,901 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 33.50 35.57 107.15 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) － － － 

自己資本比率 (％) 40.0 40.9 40.4 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  
２ 【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績の分析 

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな景気回

復基調が続きました。先行きについては、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があり

ます。 

 このような状況下で、当社グループは、中期経営計画『東京メトロプラン2018 ～「安心の提供」と「成長への

挑戦」～』に基づき、各種施策を積極的に展開しました。 

 当第１四半期連結累計期間の業績は、定期利用では沿線のオフィスビル需要の堅調さや再開発、定期外利用では

商業施設の開業及び訪日外国人の増加に伴う旅客運輸収入の増加等により、営業収益が1,070億１千８百万円（前年

同期比2.2％増）、営業利益が327億７千３百万円（前年同期比4.3％増）、経常利益が301億１千８百万円（前年同

期比6.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益が206億６千７百万円（前年同期比6.2％増）となりました。 

  

セグメントの業績は、以下のとおりです。 

[運輸業] 

運輸業においては、安全の確保・安全性向上のための施策に取り組むとともに、お客様視点に立ったサービスの

充実を図り、新たな需要の創出に向け、各種取組を実施しました。 

 安全の確保・安全性向上の取組については、自然災害対策や鉄道の安全・安定運行に向けた取組などを推進しま

した。 

 自然災害対策のうち、施設等の耐震性向上に向けた取組として、東日本大震災を踏まえ、阪神・淡路大震災後の

耐震補強において対象ではなかった高架橋柱や、地上部の石積み擁壁の耐震補強工事を進めています。 

 大規模浸水対策としては、駅出入口において、想定浸水の高さに応じた改良や、防水扉・止水板の設置等を進め

ており、有楽町線・副都心線要町駅に防水型シャッターを設置したほか、銀座線外苑前駅に止水板を設置しまし

た。さらに、坑口（トンネルの入口部分）等においても浸水対策工事を進めています。 

 鉄道の安全・安定運行に向けた取組としては、ホームでの安全対策（お客様の転落事故、接触事故の防止等）と

して、平成37年度までに全路線全駅へのホームドア設置を目指しており、銀座線など４路線において、設置工事を

進めています。 

 ホームドア未整備駅においては、混雑箇所や曲線箇所、目の不自由なお客様が多く利用される箇所等に警備員を

配置することに加え、社員によるお声掛けを徹底するとともに、ポスターの掲出等を通じて、駅をご利用のお客様

にもお声掛けをお願いしています。また、お客様のご利用状況やホームの形状等を踏まえ、ホーム上の白線から縁

端部まで「注意喚起シート（スレッドライン）」を設置するなど、ホームの安全性向上施策を実施しています。 

 新型車両の導入としては、安全性及び車両内の快適性を向上させ、環境にも配慮した車両の導入を進めました。

日比谷線においては、東武鉄道株式会社と相互直通運転車両の仕様を共通化した13000系車両を新たに28両（４編

成）導入し、合計42両（６編成）となりました。東西線においては、15000系車両を新たに10両（１編成）導入し、

合計160両（16編成）となりました。千代田線においては、16000系車両を新たに20両（２編成）導入し、合計350両

（35編成）となりました。 

 トンネルの長寿命化への取組としては、全路線を対象に、トンネル内面の近接目視及び打音検査を順次実施して

います。本検査は１路線あたり１年をかけて行うものであり、今年度は有楽町線の検査に着手しました。 

 お客様視点に立ったサービスの充実に向けた取組については、輸送サービスの改善、バリアフリー設備整備、銀

座線のリニューアルなどを進めました。 
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 輸送サービス改善の取組としては、東西線において、混雑に伴う遅延の解消を目指し、飯田橋駅～九段下駅間の

折返し線整備、茅場町駅のホーム延伸工事、南砂町駅のホーム及び線路増設工事、木場駅のホーム及びコンコース

拡幅、昇降設備増設等の改良工事を進めています。その他路線については、丸ノ内線において、池袋駅～方南町駅

間の６両編成列車の直通運行開始を目指し、方南町駅のホーム延伸工事を進めています。また、千代田線におい

て、代々木上原駅～北綾瀬駅間の10両編成列車の直通運行開始を目指し、北綾瀬駅のホーム延伸工事を進めていま

す。 

 バリアフリー設備整備としては、エレベーターを半蔵門線半蔵門駅など３駅に３基、エスカレーターを同駅に４

基設置しました。また、お身体の不自由なお客様をはじめとした全てのお客様にご利用いただける多機能トイレを

半蔵門線神保町駅に１箇所増設しました。さらに、新型車両の導入や既存車両のリニューアル工事に合わせて、車

椅子・ベビーカーをご利用のお客様や旅行等で大きな荷物をお持ちのお客様に配慮した、車両内フリースペースの

導入を進めています。 

 銀座線のリニューアルとしては、これまで実施した「東京メトロ銀座線・駅デザインコンペ」の結果を踏まえ、

「下町エリア」として区分した、浅草駅～神田駅の駅改装工事を進めているほか、「商業エリア」として区分し

た、日本橋駅、京橋駅の駅改装工事に着手しました。また、渋谷駅街区基盤整備の一環として、銀座線渋谷駅の移

設・改良工事を進めています。 

 地下鉄をわかりやすく快適にご利用いただくための取組としては、訪日外国人のお客様へ様々な情報提供を行う

ことを目的として設置した「ウェルカムボード」に、当社及び都営地下鉄のルートを５言語（日・英・中・韓・タ

イ）で検索できるディスプレイ「Tokyo Subway Navigation for Tourists Plus」の設置を進めています。既に設置

済の上野駅、浅草駅に続き、その他の駅の「ウェルカムボード」においても順次導入していきます。また、訪日外

国人のお客様への利便性向上を目的として、６月に、千代田線明治神宮前〈原宿〉駅に、手軽に外貨を円に両替で

きる「外貨自動両替機」を設置し、サービスを開始しました。このほか、銀座線1000系車両及び日比谷線13000系車

両で、車両内無料Ｗ i - Ｆ i サービスの導入を進めています。 

 東京の地下鉄サービスの一体化に向けた取組としては、４月から、日比谷線・都営浅草線人形町駅における改札

通過サービスを開始しました。また、「東京メトロ・都営地下鉄共通一日乗車券」の価格を1,000円から900円へ変

更するとともに、従来の磁気乗車券に加え、ＩＣカード乗車券「ＰＡＳＭＯ」での発売を開始しました。さらに、

浅草駅や大手町駅等、都営地下鉄との乗換駅における乗継ルートのエレベーター整備工事を進めています。 

 新たな需要の創出に向けた取組については、お客様ニーズをとらえたサービス・商品の提供、沿線地域や東京の

魅力の発掘・発信などに努めました。 

 お客様ニーズをとらえたサービス・商品の提供への取組としては、「林家木久扇イラスト入り限定東京メトロ24

時間券」と「寄席鑑賞券」及び「スタンプラリーリーフレット」をセットにした「落語・グルメスタンプラリーき

っぷ」を発売しました。このほか、当社イベント会員組織「東京メトロイベント Touch」を発足し、ＰＡＳＭＯ機

能付きオリジナルデザインの会員証の発行や、対象イベントへの参加回数に応じて、抽選応募制イベントに優先的

にご参加いただける特典を用意するなど、各種施策を実施しました。 

 沿線地域や東京の魅力の発掘・発信への取組としては、岩手県東京事務所と岩手県のアンテナショップ「いわて

銀河プラザ」の協力のもと、岩手県北エリアの鉄道・バスと当社沿線スポットを巡って岩手県の魅力を知っていた

だくとともに、東北のさらなる復興を応援することを目的として、当社及び岩手県北エリアの交通事業者５社との

合同企画「東京＆きたいわて 列車とバスでめぐろう！ぐるっとスタンプラリー」を実施しています。また、当社

を深く知っていただくため、東西線の車両整備を行っている深川車両基地の近隣にお住まいの方を対象とした「深

川車両基地見学会」を実施しました。 

 このほか、当社沿線の特色あるエリアを散策していただく「東京まちさんぽ」や、ゆったりと散策していただく

「より道さんぽ」等、各種イベントを実施しました。 

 まちづくりとの連携としては、バリアフリー施設の整備を検討している日比谷線茅場町駅など13駅において、駅

との接続を前提とした駅周辺での建物の建替えや開発の計画を募集する「駅周辺開発における公募型連携プロジェ

クト」を進めています。 

  環境保全活動への取組としては、環境負荷の低減につながる様々な施策を長期的かつ戦略的に実施するため、平

成32年度に向けた長期環境戦略「みんなでＥＣＯ．」に基づき、各種施策に取り組んでいます。 

  その一環として、電車がブレーキをかけたときに発生する回生電力を駅施設に供給する駅補助電源装置を、丸ノ

内線池袋駅など６駅に導入しました。このほか、車内照明、駅構内照明及び駅出入口のシンボルマーク（ハート
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Ｍ）サインのＬＥＤ化を進めています。 

 海外への展開については、ベトナム国における都市鉄道の運営・維持に対する支援等の強化を目的に設立した、

現地法人 VIETNAM TOKYO METRO ONE MEMBER LIMITED LIABILITY COMPANY による事業案件の受注に向けた取組を進

めています。 

 以上に加え、定期利用では沿線のオフィスビル需要の堅調さや再開発、定期外利用では商業施設の開業及び訪日

外国人の増加に伴う旅客運輸収入の増加等により、運輸業の当第１四半期連結累計期間の業績は、営業収益が956億

５百万円（前年同期比1.8％増）、営業利益が295億２千６百万円（前年同期比2.8％増）となりました。 

  

     （注）記載数値は、千人未満、百万円未満を切り捨てて表示しています。 

  

[不動産事業] 

不動産事業においては、鉄道事業とのシナジー効果の発揮を基本としたうえで、収益力向上を図り、各種開発を

推進しました。 

渋谷駅街区開発については、東京急行電鉄株式会社、東日本旅客鉄道株式会社及び当社の３社にて、渋谷駅街区

開発計画Ⅰ期（東棟）工事を進めています。 

 このほか、駅直結のエレベーター・エスカレーターと一体となった建物を整備していくことを目指しており、６

月に半蔵門線半蔵門駅において、オフィスビル「ＰＭＯ半蔵門」を開業しました。また、丸ノ内線新宿御苑前駅、

日比谷線六本木駅においても同様の不動産開発を進めています。 

以上のほか、不動産賃料の増加等により、不動産事業の当第１四半期連結累計期間の業績は、営業収益が31億４

千５百万円（前年同期比6.5％増）、営業利益が12億９千９百万円（前年同期比45.5％増）となりました。 

  

[流通・広告事業] 

流通・広告事業においては、より一層の収益拡大を図るとともに、駅をご利用されるお客様の利便性を高めるた

め、グループ各社との連携を図りながら各種施策を推進しました。 

 流通事業については、「Ｅｓｏｌａ（エソラ）池袋」をはじめとした商業ビルや「Ｍｅｔｒｏ ｐｉａ（メトロ

ピア）」等の駅構内店舗において、セール等各種フェアや店舗の入替えを実施し、収益性の向上を図りました。 

提携クレジットカード「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ Ｔｏ Ｍｅ ＣＡＲＤ」については、「ＡＮＡ Ｔｏ Ｍｅ

ＣＡＲＤ ＰＡＳＭＯ ＪＣＢ（愛称：ソラチカカード）」及び「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ Ｔｏ Ｍｅ ＣＡＲ

Ｄ Ｐｒｉｍｅ」の新規入会キャンペーンをはじめとした各種キャンペーンを実施し、新規会員の獲得とカード利

用の促進に努めました。 

 広告事業については、車内デジタル広告「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ Ｖｉｓｉｏｎ」を新たに７編成に導入し、

合計205編成で販売し、駅コンコースデジタル広告「Ｍｅｔｒｏ Ｃｏｎｃｏｕｒｓｅ Ｖｉｓｉｏｎ」等と合わせ

て、一層の収益拡大に努めました。 

 情報通信事業については、参画企業と共同構築した訪日外国人向け観光情報サイト「ＬＩＶＥ ＪＡＰＡＮ Ｐ

ＥＲＦＥＣＴ ＧＵＩＤＥ ＴＯＫＹＯ」にて、訪日外国人のお客様の視点で厳選した観光情報の発信に取り組ん

でいます。 

 以上のほか、新規店舗の開業等により、流通・広告事業の当第１四半期連結累計期間の業績は、営業収益が97億

１千万円（前年同期比5.1％増）、営業利益が18億５千７百万円（前年同期比8.9％増）となりました。 

  

(運輸成績表） 

  種別 単位 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日) 

  営業日数 日 91 91 

  旅客営業キロ キロ 195.1 195.1 

  輸送人員 定期 千人 384,769 395,728 

    定期外 〃 284,572 292,486 

     計 〃 669,342 688,214 

  旅客運輸収入 定期 百万円 36,947 38,057 

    定期外 〃 47,310 48,516 

     計 〃 84,258 86,574 
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(2) 財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ52億８千５百万円減の１兆4,466億１

千６百万円、負債合計は102億７千８百万円減の8,547億８千２百万円、純資産合計は49億９千３百万円増の5,918億

３千３百万円となりました。 

 資産の部の減少については、有価証券（譲渡性預金）が減少したこと等によるものです。 

 負債の部の減少については、主に前期末に計上した工事代等の未払金の支払いによるものです。 

 純資産の部の増加については、主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上によるものです。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は、40.9％となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

特記すべき事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 2,324,000,000 

計 2,324,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成29年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成29年８月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 581,000,000 581,000,000 非上場 

  単元株式数 1,000株 
完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式です。 

計 581,000,000 581,000,000 － － 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成29年４月１日～ 
平成29年６月30日 

－ 581,000,000 － 58,100 － 62,167 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日である平成29年３月31日の株主名簿により記載しています。 

① 【発行済株式】 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成29年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) － － － 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

580,999,000 
  

580,999 

   単元株式数 1,000株 
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式です。 

単元未満株式 
普通株式 

1,000 
－ １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 581,000,000 － － 

総株主の議決権 － 580,999 － 
 

    平成29年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けています。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 17,184 17,082 

    受取手形及び売掛金 2,843 2,072 

    未収運賃 25,552 22,172 

    有価証券 20,000 2,500 

    商品 153 167 

    仕掛品 716 1,472 

    貯蔵品 5,829 6,398 

    繰延税金資産 6,969 5,349 

    その他 23,066 22,324 

    貸倒引当金 △8 △6 

    流動資産合計 102,308 79,531 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 799,035 800,703 

      機械装置及び運搬具（純額） 143,512 145,455 

      土地 130,207 135,660 

      建設仮勘定 130,895 136,157 

      その他（純額） 9,096 8,721 

      有形固定資産合計 1,212,748 1,226,698 

    無形固定資産 100,429 103,221 

    投資その他の資産     

      退職給付に係る資産 12,803 13,129 

      繰延税金資産 17,301 17,553 

      その他 6,312 6,483 

      貸倒引当金 △2 △2 

      投資その他の資産合計 36,414 37,164 

    固定資産合計 1,349,592 1,367,084 

  資産合計 1,451,901 1,446,616 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 1,132 923 

    1年内償還予定の社債 55,000 55,000 

    1年内返済予定の長期借入金 21,389 31,384 

    未払金 79,533 41,105 

    未払法人税等 13,998 8,335 

    前受運賃 17,294 20,248 

    賞与引当金 10,453 5,648 

    その他 37,222 43,005 

    流動負債合計 236,023 205,651 

  固定負債     

    社債 337,000 367,000 

    長期借入金 205,126 188,950 

    役員退職慰労引当金 288 229 

    環境安全対策引当金 5,132 5,132 

    退職給付に係る負債 55,570 56,331 

    資産除去債務 2,312 2,249 

    その他 23,606 29,237 

    固定負債合計 629,037 649,130 

  負債合計 865,061 854,782 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 58,100 58,100 

    資本剰余金 62,167 62,167 

    利益剰余金 456,355 461,917 

    株主資本合計 576,622 582,184 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 81 △240 

    退職給付に係る調整累計額 10,137 9,890 

    その他の包括利益累計額合計 10,218 9,649 

  純資産合計 586,840 591,833 

負債純資産合計 1,451,901 1,446,616 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

営業収益 104,685 107,018 

営業費     

  運輸業等営業費及び売上原価 62,341 62,619 

  販売費及び一般管理費 10,931 11,625 

  営業費合計 73,273 74,245 

営業利益 31,412 32,773 

営業外収益     

  受取利息 1 0 

  受取配当金 28 29 

  受取受託工事事務費 43 183 

  物品売却益 71 119 

  持分法による投資利益 － 49 

  その他 138 153 

  営業外収益合計 282 536 

営業外費用     

  支払利息 3,242 2,983 

  持分法による投資損失 53 － 

  その他 155 207 

  営業外費用合計 3,452 3,190 

経常利益 28,243 30,118 

特別利益     

  鉄道施設受贈財産評価額 39 1,798 

  その他 1 1 

  特別利益合計 41 1,800 

特別損失     

  固定資産圧縮損 39 1,798 

  その他 12 29 

  特別損失合計 51 1,827 

税金等調整前四半期純利益 28,232 30,091 

法人税、住民税及び事業税 6,863 7,804 

法人税等調整額 1,905 1,619 

法人税等合計 8,769 9,423 

四半期純利益 19,463 20,667 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 19,463 20,667 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益 19,463 20,667 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 163 △321 

  退職給付に係る調整額 △247 △248 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △0 1 

  その他の包括利益合計 △84 △568 

四半期包括利益 19,378 20,099 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 19,378 20,099 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。 

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。 

  

  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

 配当金支払額 

  

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成29年４月１日  至  平成29年６月30日) 

 配当金支払額 

  

  

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日) 

（１）連結の範囲の重要な変更 

 当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社メトロステーションファシリティーズ及び株式会

社メトロビジネスアソシエを連結の範囲に含めています。 

  
（２）持分法適用の範囲の重要な変更 

 当第１四半期連結会計期間より、出資手続きが完了したVIETNAM TOKYO METRO ONE MEMBER LIMITED 

LIABILITY COMPANYを非連結子会社とし、持分法の適用の範囲に含めています。 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成28年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成29年６月30日） 

減価償却費 16,513百万円 17,409百万円 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成28年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 13,944 24 平成28年３月31日 平成28年６月30日
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成29年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 15,106 26 平成29年3月31日 平成29年6月30日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社施設の管理運営事業等を含

んでいます。 

   ２ セグメント利益の調整額18百万円は、セグメント間取引消去です。 

   ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成29年４月１日  至  平成29年６月30日) 

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社施設の管理運営事業等を含

んでいます。 

   ２ セグメント利益の調整額12百万円は、セグメント間取引消去です。 

   ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

 

      （単位：百万円） 

  

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期 
連結損益
計算書 
計上額 
（注）３ 

運輸 不動産 
流通 
・広告 

計 

営業収益                 

外部顧客への営業収益 93,304 2,947 8,356 104,609 76 104,685 － 104,685 

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

595 5 878 1,479 419 1,898 △1,898 － 

計 93,900 2,952 9,235 106,088 496 106,584 △1,898 104,685 

セグメント利益 28,721 892 1,706 31,320 73 31,393 18 31,412 
 

      （単位：百万円） 

  

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期 
連結損益
計算書 
計上額 
（注）３ 

運輸 不動産 
流通 
・広告 

計 

営業収益                 

外部顧客への営業収益 94,987 3,140 8,822 106,950 68 107,018 － 107,018 

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

617 4 888 1,510 613 2,123 △2,123 － 

計 95,605 3,145 9,710 108,460 681 109,141 △2,123 107,018 

セグメント利益 29,526 1,299 1,857 32,683 76 32,760 12 32,773 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

  

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年６月30日) 

  １株当たり四半期純利益金額 33円50銭 35円57銭 

    (算定上の基礎)     

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 19,463 20,667 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
    四半期純利益金額(百万円) 

19,463 20,667 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 581,000 581,000 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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東京地下鉄株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京地下鉄株式

会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京地下鉄株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月１日 
 

 取締役会  御中 
 

 有限責任監査法人 トーマツ
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    大   髙   俊   幸   ㊞ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    小   堀   一   英   ㊞ 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しています。 

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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